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処分の概要 社会福祉法人等に対する使用料の徴収

例 規 名

根 拠 条 項
柴田町営住宅条例 第41条第1項

例 規 番 号 平成9年条例第21号

【基準】

第41条の規定による。

(使用料)

第41条 普通町営住宅を使用する社会福祉法人等は、普通町営住宅の使用が可能となる日か

ら普通町営住宅を明け渡した日(次条において準用する第34条第1項の規定による明渡しの

請求を受けた場合にあっては明渡しの期限として町長の指定する日(明け渡した日が町長

の指定する日前であるときは、明け渡した日)、次条において準用する第38条に規定する手

続を経ないで立ち退いた場合にあっては町長の指定する日、第44条の規定により許可を取

り消された場合にあっては許可を取り消された日。以下この条において同じ。)までの間、

近傍同種の住宅の家賃の額以下で町長が定める額の使用料を納入しなければならない。

2 普通町営住宅を使用する社会福祉法人等は、毎月末日までに、その月の使用料を町長の発

行する納入通知書により納入しなければならない。ただし、当該社会福祉法人等が月の中途

で普通町営住宅を明け渡した場合(当該社会福祉法人等が次条において準用する第34条第1

項の規定により明渡しの請求を受け、次条において準用する第38条に規定する手続を経な

いで立ち退き、又は第44条の規定により許可を取り消された場合を含む。)においては、普

通町営住宅を明け渡した日の属する月の使用料は、当該普通町営住宅を明け渡した日まで

に納入しなければならない。

3 普通町営住宅の使用が可能となる日が月の中途であるとき、又は普通町営住宅を明け渡し

た日が月の中途であるときは、その月の使用料は、日割計算による。
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